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たような，一貫した結果が得られていないという点である (Bosworth & Caliendo, 2007;
Lazear, 2001)。第二に，学級規模が学力に影響を与える理由やその過程を検討した研究
が少ないという点である (Ehrenberg, Brewer, Gamoran, & Willms, 2001)。第三に，政
策的に決められた教育条件や，実際の教室における教師の児童生徒に対する関わり方が同
じであっても，全ての児童生徒に対して同等の効果をもたらすとは言えないにもかかわら

















開始された第 2次定数改善計画によって 45人，1980年から開始され 1991年に完成した
第 5次定数改善計画によって 40人といったように，段階的に引き下げられてきた。





































そして，2010 年 8 月に新・公立義務教育諸学校教職員定数改善計画案が策定された。
この計画では，2011年度から 2016年度にかけて小学校全学年で，2014年度から 2017年
度にかけて中学校全学年でそれぞれ段階的に学級編制基準を 35 人以下にするとともに，























ネシー州で行われたスター（Student Teacher Achievement Ratio）計画である (Word,
Johnston, Bain, Fulton, Zaharias, Achilles, Lintz, Folger, & Breda, 1990)。この計画










示された (Nye, Hedges, & Konstantopoulos, 1999)。加えて，幼稚園から 3年生までの 4
年間を通して小規模学級に在籍した児童の方が，それ以外の児童と比べて 4，6，8年生時










高めたといった考察が見られる (Mitchell, Beach, & Badarak, 1989)。一方，学習行動に
関しては，3 年生までの 4 年間小規模学級に在籍した児童は，そうでない児童と比較し
て 4年生になっても授業中積極的に学習活動に参加していたが，8年生になった時点では
違いが見られなくなることが示されている (Finn, Fulton, Zaharias, & Nye, 1989; Finn,



























(Student Achievement Guarantee in Education: SAGE) は，低所得者層出身の児童の
割合が半数以上である学校を 1校以上含む学区に所在する学校のうち，低所得者層出身の
児童の割合が 3割以上の学校において，1996年に幼稚園と小学校 1年生，1997年に 2年











Zahorik, Palmer, Halbach, & Ehrle, 1999)。
また，カリフォルニア州では 1996年より学級規模縮小政策が実施され，幼稚園から小
学校 3 年生までの学級規模が 20 人以下とされた。その結果，2001 年には全州の幼稚園






































平成 13年度に小学校 2年生であった児童を対象に 4年間の追跡調査を行ったところ，全
県平均偏差値は，実施前の平成 13年度では国語が 50.5，算数が 51.7であったが，導入後










































とることが少ないことが示された (Blatchford, 2003)。アメリカでも，小学校 2年生の 20
人規模学級と 35人規模学級を比較した結果，20人規模学級の方が学習課題に取り組む時





































Caliendo, 2007; Lazear, 2001)。ただし学年別に見ると，小学校低学年においては学級規
模が小さいほど学力が高いという傾向を示した研究が多い。これは，特に低学年の児童に
対しては小集団学習や個別支援がより必要とされ，小規模学級ほどこれらのことが実現し
やすいためと考えられている (Ehrenberg et al., 2001)。さらに，学級規模が児童生徒に
及ぼす影響が各々の学力の高低によって異なることも，先行研究で明らかとなっている。
イギリスの小学校 333 校を対象に就学前から第 2 学年にかけての学力の変化と学級規模
との関係を調査した結果では，第 1 学年で小規模な学級に在籍した児童ほど第 2 学年に
おける国語の学力が高く，この傾向は就学前において低学力群に属した児童ほど強かった
ことが示されている (Blatchford, Bassett, & Brown, 2011)。同様の傾向は，先述したス
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あったことが示されている (Hattie, 2009)。また，小学校 6年間の標準学力検査の得点の
学年間相関を男女別に検討した結果では，女子の第 2学年と第 3学年の間で 0.57，男子の





































































導方法に影響を与えた上で，児童生徒に影響を与えると考えられる (Finn et al., 2003)。
しかし，学級規模の違いによってもたらされた教師の指導方法の違いが児童生徒に影響を






























































Lindsay, Nye, & Greathouse, 1998)。また，家庭学習の量と学力との関係を検討した研究
を対象としたメタ分析の結果では，家庭学習の量と学力テストの得点との相関は小学生よ
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の改善を見送るという考えを示した (片寄・富田・諸澤, 1974)。第 4次定数改善計画の具






















の将来推計人口（1976 年 11 月推計）」を基礎に，全国の公立小学校児童数は 1981 年の
11,817,000人，公立中学校生徒数は 1986年の 5,892,000人をピークとし，その後減少に































































































小・中学校の単独加配教員 3,428人のうち 1割に当たる 328人を 1978年に削減し，1979








在の小・中学校の不足教室数が既に 1,290校で計 5,556教室（1市町村平均 41教室）に
及んでいることを指摘した。さらに，1978年度に 447万人である人口急増市町村の児童
生徒数が 1983年度には 526万人にまで増加すると推計し，それに伴う用地取得や校舎・







職員組合は 1979年 8月 20日の文部大臣との会談において，原則として従来どおりの五
箇年，最長でも七箇年での計画実施を求め (原田, 1979a)，文部省案の方向性が定まった




文部省は九箇年という計画期間案を 1979年末まで維持していた。1979年 8月の 1980
年度文部省所管予算概算要求は，教職員の定数増に関して，自然増の 9,070人に加え，九
箇年計画案に基づいた 1980年度分の 6,360人の，計 15,430人の増員を求めていた (文部






算概算要求に対し，1979年 12月 22日の第一次内示において自然増分 9,070人のみを認








Table 2.2 公立義務教育諸学校学級編制及び教職員定数改善計画の概要（佐藤 (1965);
文部省 (1979b); 文部省初等中等教育局 (1980)から作表）
(a) 第 2次定数改善計画（五箇年：逓減方式）
実施年度 1964 65 66 67 1968
全市町村 全学年 全学年 全学年 全学年 全学年
49 人 48 人 47 人 46 人 45 人
(b) 第 5次定数改善計画 文部省案（九箇年：学年進行方式）
実施年度 1980 81 82 83 84 85 86 87 1988
小学校（児童減少 小 1 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6
市町村） 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人
小学校（その他の 小 1 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6
市町村） 40 人 40 人 40 人 40人 40人 40人
中学校（生徒減少 中 1 中 2 中 3
市町村） 40 人 40 人 40 人
中学校（その他の 中 1 中 2 中 3
市町村） 40人 40人 40人
(c) 第 5次定数改善計画（十二箇年：学年進行方式）
実施年度 1980 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 1991
児童生徒減少 小 1 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 中 1 中 2 中 3
市町村 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 40 人 40人 40人 40人
その他の市町村 小 1 小 2 小 3 小 4 小 5 小 6 中 1 中 2 中 3












州における初等・中等学校の第 8学年までの 30人，第 9学年以降の 28人という基準や，
フランスの小学校第 1学年の 25人，第 2学年以降の 30人，前期中等学校（コレージュ）









すと，日本が約 37人，イギリスが 22.4人，西ドイツが 30.5人ということで，今後改善
を進めれば，ほぼ似かよったものになってくるのではないかと思う次第です」(垂木・倉
地・国分・白井, 1980)と指摘された。すなわち，国際水準という視点から，当時の基準


































































































的には，奥田 (1980)や垂木他 (1980)で取り上げられている九州大学 (迫田, 1958; 原他
, 1959) と名古屋大学 (重松, 1961; 重松・小笠原, 1968) の諸研究，及びそれらと同時期






名和 (1958)は，小学校 2校（A・B）において，A校では第 6学年，B校では第 4学年を
26 第 2章：学級規模縮小政策立案過程における調査研究知見の活用
Table 2.3 学習規模と学習効果の関係
科目 学年 大学級の児童数 小学級の児童数 平均点の差 t 値 効果量（Hedgesの g）
国語 6年 53 31 5.4 1.72 0.39
　 4年 54 32 5.3 2.12 0.47
算数 6年 53 31 7.4 1.70 0.38



















































Figure 2.4 中学校における顕微鏡観察の正確度（原他 (1959)から作図）
級の全児童が行った非学習的行動の項目別総頻数を集計し，その数値を 1時間一人当たり
の平均頻数に換算して比較した。その結果に基づいて作図した Figure 2.5 に示されるよ
うに，小規模学級では大規模学級と比べて非学習的行動が少ないことが明らかとなった。
また，川地・名和 (1958)は，1時間の経過を第Ⅰ局面，第Ⅱ局面，第Ⅲ局面の 3局面に












































































































































































いては，社会の第 5～6 学年の 20 人以下の学級規模を除いて，いずれの学年，いずれの
教科においても，35人以下の各学級規模で，80パーセント以上の教員が，9項目以上の
学習指導に関する項目に「適切であった」と回答した。対して，算数の全ての学年と，理










































Figure 2.7 学習活動における児童生徒の参加と逸脱（原他 (1959)から作図）
たことが示された。また，体育*3については，第 1～2学年の 41人以上 45人以下の学級




















































































































































































































































Figure 2.9 個別指導の状況（原他 (1959)から作図）
Table 2.4 教師の反省記録の分析（原他 (1959)から転載）
項目 小学級 大学級
1. 個別指導 容易である。 むずかしい。








































同じく児童の人間関係を扱った重松・小笠原 (1968)の京都市 815人，名古屋市 624人
の小学校の学級担任に対するアンケート調査は，昭和 35 年度と比較した 36 年度の授業
の雰囲気を尋ねた回答の比率を，昭和 35年度と昭和 36年度の担任学級の規模が「両年度








































Figure 2.11 学級規模の増減と学級の雰囲気の変化（重松・小笠原 (1968)から作図）
























で取り上げた九州大学 (迫田, 1958; 原他, 1959)，名古屋大学 (重松, 1961; 重松・小笠原,











































































































































なることを示した先行研究が見られる (Blatchford et al., 2011; Nye & Hedges, 2002)。






























































































Figure 4.1のように，学校 j に属する児童生徒 iの学力 Yij は各々の過去の学力Xij の
影響を受けるといった場合のモデルは，
Yij = β0j + β1jXij + rij (4.1)
と表すことができる。そしてこの関係，すなわち切片 β0j と傾き β1j が学校ごとにランダ
ムに異なる場合には，変量効果 u0j，u1j を導入し，それぞれ
44 第 4章：適性処遇交互作用のパラダイムを導入した分析モデル
β0j = γ00 + u0j (4.2)
β1j = γ10 + u1j (4.3)
と表される。さらに，学校 j ごとに異なる学級規模 CS によって学校ごとに切片と傾きが
異なる場合には，それぞれ
β0j = γ00 + γ01(CS)j + u0j (4.4)
β1j = γ10 + γ11(CS)j + u1j (4.5)
と表される。ただし，式 4.1のまま扱うと，切片 β0j が表すのが過去の学力が 0点であっ
た場合の学力の予測値となるため，
Yij = β0j + β1j(Xij − X̄j) + rij (4.6)
というように集団平均でセンタリングすることで，切片 β0j が学校 j における学力の平均
となるようにする。さらに，式 4.6で除かれる学校ごとの過去の学力の平均得点を説明変
数として加え，
β0j = γ00 + γ01(CS)j + γ02X̄j + u0j (4.7)
β1j = γ10 + γ11(CS)j + γ12X̄j + u1j (4.8)
とすることで，式 4.7，4.8における γ01，γ11 はそれぞれ，X̄j が一定の場合の学級規模
CS が β0j，β1j に与える影響の大きさを示すこととなり，また，γ02，γ12 はそれぞれ，
CS が一定の場合の X̄j が β0j，β1j に与える影響の大きさを示すこととなる。そして，




る変化の大きさを示す。この値が正の場合には Figure 4.2の (a)のように，過去の学力の
平均が同程度の学校間で比べると，学級規模が大きいほど，過去の学力が高いほど学力が





なお，適性処遇交互作用の単回帰モデル (Cronbach & Snow, 1977)では，
第 4章：適性処遇交互作用のパラダイムを導入した分析モデル 45
Ypt = Ȳt + bYtX(Xp − X̄t) (4.9)
すなわち，処遇 tの条件における適性と結果の平均をそれぞれ X̄t，Ȳt，個人 pの適性を
Xp とし，処遇 tに置かれた個人 pの結果が Ypt と表現し，この切片と傾きが処遇 tによっ
て異なるかを検討することが研究関心となる。この式 4.9は 4.6と同様の構造である。し
















































調査に参加した学校数は小学校第 2学年が 57校，第 5学年が 62校だった。これらの
調査参加校のうち，国語で少人数指導を実施した学校を除外し，第 2学年 48校，第 5学
年 56校を分析対象とした。これは，国語の少人数指導を実施した学校では本研究が対象
教科とした国語の授業における学習集団の人数と学級の人数が一致しないためである。分
析対象児童は 2回実施した学力テストの両方に参加した児童とし，第 2学年 4,321人，第





し，調査対象学年の前年度 (小学校第 1学年又は第 4学年) における学習内容を出題範囲
とし，第 2学年が 37項目，第 5学年が 33項目からなる検査だった。2回目は 12月に実









た。学校 j に属する児童 iの 2回目の学力調査の正答数を Yij とした場合の階層的線形モ
デルは以下のとおりとなる。
第 5章：学級規模の大小と児童の学力の変化 (研究 1) 49
【レベル 1(個人レベル)】
Yij = β0j + β1j(Xij − X̄j) + rij ,
rij ∼ N(0, σ2),
(5.1)
【レベル 2(学校レベル)】
β0j = γ00 + γ01(CS) + γ02X̄j + u0j ,




















モデル式の Xij は 1 回目の学力調査の正答数である。なお，この正答数については学
校平均の重みづけ平均正答数で中心化した。また，当該変数の学校レベルと個人レベルの
影響を分離するため，個人レベルのモデル式においては学校ごとに当該校の平均値で中心
化した得点 (Xij − X̄j)を用い，学校レベルのモデル式ではこの学校ごとの平均値 X̄j を
説明変数として用いた。学校レベルのモデル式における CS は各校の学級規模である。
以上のモデルをMplus(Muthén & Muthén, 1998–2012)を用いて，観測値の非独立性




分析対象校 48校の平均学級規模は 31.94 (SD = 5.03) 人であり，最小値は 20，最大値
は 40だった。また，学年学級数の分布は 2学級 (15校)，3学級 (20校)，4学級 (11校)，




50 第 5章：学級規模の大小と児童の学力の変化 (研究 1)















































Figure 5.2 学力調査の正答数分布：小学校第 2学年
第 5章：学級規模の大小と児童の学力の変化 (研究 1) 51
Table 5.1 学力調査の級間分散と級内相関：小学校第 2学年
級間分散 級内相関
90%信頼区間 90%信頼区間
学力検査 推定値 下限 上限 推定値 下限 上限
1回目 1.039 0.478 1.160 0.029 0.014 0.044
2回目 1.909 0.438 3.380 0.031 0.010 0.052




(レベル 1) σ2：2回目の学力検査の正答数 31.230 26.791 35.669
学校間 レベル 2の切片 (β0j)への影響
(レベル 2) γ01：学級規模 -0.079 -0.150 -0.009
γ02：1回目の学力検査の正答数の学校ごとの平均 0.926 0.645 1.207
レベル 2の傾き (β1j)への影響
γ11：学級規模 0.012 -0.001 0.024
γ12：1回目の学力検査の正答数の学校ごとの平均 -0.029 -0.080 0.022
残差共分散
τ01 -0.135 -0.207 -0.063
切片
γ00 48.779 48.460 49.098
γ10 0.826 0.767 0.885
残差分散
τ00 0.782 0.267 1.296
τ11 0.025 0.011 0.038
学力調査の平均正答数は，1回目が 29.25 (SD = 5.97)，2回目が 48.62 (SD = 7.85)





的モデル適用のための判断基準であるデザインエフェクト (DEFF) を 2回目の学力調査


















Figure 5.3 1回目と 2回目の学力調査の正答数の関係：小学校第 2学年









予測される，本調査における平均学級規模 (31.94) より 1 標準偏差大きい，及び小さい
規模の場合の 1回目と 2回目の学力調査の正答数の関係を表すと Figure 5.3のとおりと
なった。
5.3.2 小学校第 5学年
分析対象校 56校の平均学級規模は 32.32 (SD = 4.87) 人であり，最小値は 22，最大値
は 40だった。また，学年学級数の分布は 2学級 (15校)，3学級 (20校)，4学級 (11校)，
5学級 (2校) だった。学年児童数，学年学級数，学級規模の関係は Figure 5.4のとおり















Figure 5.4 学年児童数，学年学級数，学級規模の関係：小学校第 5学年 (破線は平成
18年当時の義務標準法に従った場合の学年学級数と学級規模を表す)
学力調査の平均正答数は，1回目が 20.27 (SD = 5.75)，2回目が 30.40 (SD = 4.76)





的モデル適用のための判断基準であるデザインエフェクト (DEFF) を 2回目の学力調査





平均が全体の平均 (20.27) の場合に予測される，本調査における平均学級規模 (32.32) よ







































Figure 5.5 学力調査の正答数分布：小学校第 5学年
Table 5.3 学力調査の級間分散と級内相関：小学校第 5学年
級間分散 級内相関
90%信頼区間 90%信頼区間
学力検査 推定値 下限 上限 推定値 下限 上限
1回目 2.290 1.539 3.041 0.069 0.047 0.092
2回目 1.356 0.891 1.820 0.060 0.040 0.079
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(レベル 1) σ2：2回目の学力検査の正答数 11.492 10.317 12.668
学校間 レベル 1の切片 (β0j)への影響
(レベル 2) γ01：学級規模 0.023 -0.029 0.075
γ02：1回目の学力検査の正答数の学校ごとの平均 0.610 0.451 0.770
レベル 1の傾き (β1j)への影響
γ11：学級規模 -0.004 -0.011 0.002
γ12：1回目の学力検査の正答数の学校ごとの平均 -0.024 -0.043 -0.006
残差共分散
τ01 -0.059 -0.098 -0.021
切片
γ00 30.123 29.874 30.373
γ10 0.583 0.549 0.617
残差分散
τ00 0.569 0.263 0.876
τ11 0.008 0.003 0.013




ど第 2学年における国語の学力が高かったことが示されている (Blatchford et al., 2011)。
また，小学校低学年において学級規模が小さいほど学力が高いという傾向を示した研究が
多い。本章の結果はこれらの先行研究の結果とも一致する。


















































































象児童は平成 23年度の第 6学年の児童のうち，第 4学年 4月，第 6学年の 4月に実施さ
れた京都府学力診断テストの国語の両方を受験した児童 4,985人だった。
6.2.2 調査方法

















に属する児童 iの 2回目の学力調査の正答率を Yij とした場合の階層的線形モデルは以下
のとおりとなる。
【レベル 1(個人レベル)】
Yij = β0j + β1j(Xij − X̄j) + rij ,
rij ∼ N(0, σ2),
(6.1)
【レベル 2(学校レベル)】
β0j = γ00 + γ01(CS)j + γ02(NC)j + γ03(INT )j + γ04X̄j + u0j ,
β1j = γ10 + γ11(CS)j + γ12(NC)j + γ13(INT )j + γ14X̄j + u1j ,


















人レベルのモデル式においては学校ごとに当該校の平均値で中心化した得点 (Xij − X̄j)
を用い，学校レベルのモデル式ではこの学校ごとの平均値 X̄j を説明変数として用いた。
集団レベルのモデル式における CS 及び NC はそれぞれ，各校の学級規模及び学年学級
数の類型である。CS については 30人以下学級を 1，31人以上学級を 0，NC について
は学年学級数 2学級を 1，3学級以上を 0とダミー変数化した。INT は CS と NC の積
である。
なお，CS について 30人以下学級と 31人以上学級とでダミー変数化したのは以下の理
由による。本研究では第 4，5 学年時の 2 年間にわたる学級規模の大小を扱っているが，
学級規模は学年に在籍する児童数によって変動するため，その大小の区切りによっては学
年間で類型が異なる学校が生じうる。また，本研究は単式学級が 2以上あった学校を調査















Gelman-Rubinの指標値 (Potential Scale Reduction)が 1.002以下であることを収束の
判定基準とした。
6.4 結果
分析対象校 67校の平均学級規模は第 4学年時で 28.71(SD = 4.57)人，第 5学年時で
28.67(SD = 4.61)人であり，それぞれ最小値は 20，最大値は 38だった。学年学級数の
分布は第 4学年時と第 5学年時ともに，2学級 (32校)，3学級 (20校)，4学級 (14校)，5
学級 (1校)だった。学年児童数，学年学級数，学級規模の関係は Figure 6.1のとおりだっ
た。また，学級規模の大小と学年学級数の多少ごとの学校数は Table 6.1 のとおりだっ
た。学力調査の平均正答率は第 4学年 4月実施が 68.41(SD = 18.90)，第 6学年 4月実
施が 78.51(SD = 14.17)であり，それぞれの正答率の分布は Figure 6.2のとおりだった。






学級規模 30人以下 25 18
31人以上 7 17
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学力調査 推定値 下限 上限 推定値 下限 上限
第 4学年 4月実施 22.378 14.366 34.835 .062 .038 .091












































4学年 4月実施と第 6学年 4月実施の学力調査の正答率の関係を，第 4学年 4月実施の学


















(レベル 1) σ2：第 6学年 4月実施学力調査の正答率 109.333 105.039 113.854
学校間 レベル 2の切片 (β0j)への影響
(レベル 2) γ01：学級規模ダミー (31 人以上＝ 0，30 人以下=1) 0.492 -1.223 2.277
γ02：学年学級数ダミー (3 学級以上=0，2学級=1) 0.154 -2.276 2.290
γ03：学級規模ダミー×学年学級数ダミー -1.143 -3.940 1.698
γ04：第 4学年 4月実施学力調査の正答率の学校ごとの平均 0.539 0.402 0.657
レベル 2の傾き (β1j)への影響
γ11：学級規模ダミー (31 人以上＝ 0，30 人以下=1) -0.029 -0.083 0.029
γ12：学年学級数ダミー (3 学級以上=0，2学級=1) -0.031 -0.108 0.053
γ13：学級規模ダミー×学年学級数ダミー 0.106 0.016 0.200
γ14：第 4学年 4月実施の学力調査の正答率の学校ごとの平均 -0.004 -0.009 0.001
残差共分散
τ01 -0.080 -0.148 -0.015
切片
γ00 78.235 77.019 79.472
γ10 0.490 0.451 0.531
残差分散
τ00 5.437 3.296 8.634

















































止めやすいと考えられている (Hattie & Timperley, 2007)。このように，学級数が多い
ことで充実する傾向のある教師同士の授業づくりや教え方についての話合いや教材研究に
おける協同などが，効果的なフィードバックの実現につながりやすく，ひいては児童の学


















な要因の影響も受けることが挙げられる (McPherson, 1993)。平成 24年度の全国学力・
学習状況調査の結果でも，就学援助を受けている児童生徒や，日本語指導の必要な児童生
徒の割合が高い学校ほど平均正答率が低いことが示されている (文部科学省・国立教育政










68 第 7章：PT比の縮減方法と学力調査正答率 (研究 3)
見の蓄積が見られる。中等教育段階の生徒についての大規模縦断調査のデータセットであ
















































ところ Table 7.3のとおり，在籍していて 10%未満，10%以上 20%未満の学校の割合が
高かった。


















学校数 785 1,247 406 1,393 836 289 49 10 4
Table 7.2 日本語指導が必要な第 6学年児童の人数の分布
児童数 在籍なし 1人 2人 3人 4人 5～7人 8人以上 無回答・その他
学校数 4,641 214 51 26 6 12 12 57
したがって以下の 2 類型の学校を分析対象とした。第 1 は，第 6 学年の学年児童数が
41～80 人，日本語指導が必要な第 6 学年の児童が在籍なし，就学援助を受けている第 6
学年の児童の割合が在籍していて 10%未満の学校 507校である。第 2は，第 6学年の学
年児童数が 41～80人，日本語指導が必要な第 6学年の児童が在籍なし，就学援助を受け
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学校数 786 1,683 1,380 667 324 118
ている第 6学年の児童の割合が 10%以上 20%未満の学校 393校である。























上 20% 未満のいずれにおいても，少人数学級が算数 A，B ともに平均が最も高かった。
また，追加的人員措置なしは，就学援助を受けている児童が在籍していて 10%未満の学
校の算数 Bを除くと最も平均が低かった。
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19 14 10 11 13 9 76
また，PT比縮減のためにとられた方法の種類間の効果量 (Cohen’s d)は，Table 7.12，
7.13，7.14，7.15のとおりだった。なお，これらの表は左側に示した方法と右側に示した
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大都市 中核市 その他の市 町村 計
5 年生の少人数学
級のために実施












3 7 68 17 95





大都市 中核市 その他の市 町村 計
5 年生の少人数学
級のために実施












9 16 41 10 76
学級の効果量がより高い傾向が見られた。さらに，追加的人員措置なしの学校と比較して
PT比縮減が行われた学校の方が効果量が高いことが示された。

































90.0% 64.1% 73.7% 66.3%
学校でテーマを決め，講師を招聘す
るなどの校内研修を行っている。1
80.0% 93.8% 86.8% 91.6%
模擬授業や事例研究など，実践的な
研修を行っている 1




90.0% 100.0% 100.0% 93.7%
授業研究を伴う校内研修を前年度，
何回実施しましたか。4




90.0% 93.8% 92.1% 94.7%
指導計画の作成にあたっては，教職
員同士が協力し合っている。1




100.0% 98.4% 100.0% 100.0%
校長は，校内の授業をどの程度見て
回っていますか。5
100.0% 90.6% 92.1% 90.5%
1 肯定的な回答をした学校の割合
2 月に 1 回以上更新した学校の割合
3 年間に 3 回以上実施した学校の割合
4 年間に 7 回以上実施した学校の割合
5 週に 2～3 日程度以上と回答した学校の割合
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Table 7.9 PT比縮減方法ごとの「地域人材の活用」「開かれた学校」「教員研修」「教職































42.9% 68.6% 60.0% 75.0%
学校でテーマを決め，講師を招聘す
るなどの校内研修を行っている。1
100.0% 100.0% 93.3% 90.8%
模擬授業や事例研究など，実践的な
研修を行っている 1




100.0% 98.0% 96.7% 100.0%
授業研究を伴う校内研修を前年度，
何回実施しましたか。4




100.0% 90.2% 90.0% 94.7%
指導計画の作成にあたっては，教職
員同士が協力し合っている。1




100.0% 98.0% 96.7% 98.7%
校長は，校内の授業をどの程度見て
回っていますか。5
100.0% 88.2% 86.7% 92.1%
1 肯定的な回答をした学校の割合
2 月に 1 回以上更新した学校の割合
3 年間に 3 回以上実施した学校の割合
4 年間に 7 回以上実施した学校の割合
5 週に 2～3 日程度以上と回答した学校の割合
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Table 7.10 PT比縮減方法ごとの学校別平均正答率の平均と標準偏差 (就学援助あり～10%未満)




学校数 平均 標準偏差 平均 標準偏差
5 年生の少人数学
級のために実施












95 77.55 5.46 58.71 7.89
Table 7.11 PT 比縮減方法ごとの学校別平均正答率の平均と標準偏差 (就学援助
10%以上～20%未満)




学校数 平均 標準偏差 平均 標準偏差
5 年生の少人数学
級のために実施












76 76.07 4.34 56.82 6.10
76 第 7章：PT比の縮減方法と学力調査正答率 (研究 3)




































第 7章：PT比の縮減方法と学力調査正答率 (研究 3) 77



















































































第 4学年 4月から第 6学年 4月にかけての国語の学力の変化を検討した結果，学級規模





Shkolnik, 1999; Blatchford et al., 2005; Ehrenberg et al., 2001; Johnston, 1989; Rice,
1999; Stasz & Stecher, 2000)が行われたこと，中でも学力に与える影響の大きいと考え
られている，課題を解決するための手掛かりや考え方を与えるフィードバックが実施され
たためと考えられる (Hattie, 2009; L’Hommedieu et al., 1990; Lysakowski & Walberg,











えられている (Kulhavy & Stock, 1989)。このことは，フィードバックの種類が学力に与
える効果の大きさを比較したメタ分析によっても明らかとなっている。小学生から大学生
を対象とした研究 40 本に含まれる 58 件の指標をフィードバックの形態等で分類してメ
タ分析を行った結果では，正誤の提示 (d = −.08) や正答の提示 (d = .22) よりも，説明を
与えること (d = .53) の方が効果が高いことが示された (Bangert-Drowns, Kulik, Kulik,
& Morgen, 1991)。また，フィードバックの効果を検討した研究延べ 7,722本を対象とし
てメタ分析の結果では，学習者の努力に対する褒め (d = .14)や，正誤と正答の両方を示

































= β0 + β1CS (8.1)
なおこの調査が抽出調査ではなく，特定の地域の特定の条件を満たす教員のほぼの全
てを対象に実施されたことを踏まえベイズ推定を行った。R(R Core Team, 2014) の




調査対象者が前年度に担任した学級の児童数の平均は 26.38(SD = 6.57)，最小値は 4，
最大値は 40だった。フィードバックの実施状況についての各回答人数は Table 8.1のと
おりだった。次に，式 8.1 のモデルによるロジスティック回帰分析の結果は Table 8.2，
8.3のとおりであった。正誤・採点，考え方・理由のそれぞれのモデルにおいて，β0，β1
のGewake指標は±1.96以内であり，それぞれ収束していることが示唆された。また，そ








Table 8.2 ロジステック回帰分析の結果 (正誤・採点)
平均 標準偏差 中央値 95%信用区間 Geweke指標
β0 3.157 1.359 3.112 [0.646, 5.980] -0.431
β1 -0.170 0.054 -0.168 [-0.283, -0.071] 0.942
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Table 8.3 ロジステック回帰分析の結果 (考え方・理由)
平均 標準偏差 中央値 95%信用区間 Geweke指標
β0 1.322 1.164 1.305 [-0.932, 3.656] 0.947


























































































高いことや (Brühwiler & Blatchford, 2011)，形成的評価の実施は学力に及ぼす影響が大
きいことが示されている (Hattie, 2009)。本研究の調査対象が教職経験年数が 1年を経過
した小学校教諭に限定していることを踏まえると，指導技術が同程度の教師内で比較する
と，学級が小規模である方が指導やフィードバックを実施しやすく，児童の学力を高める






















第 5 章の研究 1 の結果では，小学校第 2 学年の国語においては過去の学力調査の正答
数の学校平均が同程度の学校間で比べると，過去の学力調査の正答数が平均程度であった
児童について見れば，小規模学級に在籍した児童の方が後続の正答数が多いことが示唆さ
れた。また，第 6章の研究 2では，第 4学年 4月から第 6学年 4月にかけての国語の学



































象校の選定に当たっては，小学校第 1，3，5学年について Table 9.1に示した学級規模類
型に当てはまる，あるいは± 1 人の規模である学校を選定し，各類型に 3 校を割り当て
た。ただし小 1の 40人学級，小 3の 10人前後学級，小 5の 5人前後，15人前後学級は
調査対象地域内の小学校には設置されていなかった。また，小 3の 5人前後学級は 2校，
小 3及び小 5の 40人前後学級は 1校のみの設置であった。
Table 9.1 学級規模類型と回答学校数
学校数
学級規模 小 1 小 3 小 5
5人 3 2 0
10人 0 0 3
15人 0 1 0
20人 3 3 3
25人 3 3 3
30人 3 3 3
35人 3 3 3
40人 0 1 1























きていると思われることとして 185件 (1校平均 3.94件，SD = 1.47)，できていないと
思われることとして 149件 (1校平均 3.17件，SD = 0.52)の自由記述を得た。これらの
自由記述 334件を分類した結果，Table 9.2のとおりとなった。この分類結果の学級規模
類型別出現数は Table 9.3，9.4のとおりであった。
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Table 9.2 分類結果，代表的な記述内容及び箇条書の件数
分類番号 カテゴリの名称 記述数 代表的な記述
A 児童個々の考えを生かす 13 「個別の考えを授業の中で比較・検討しやすいこと。」「一人ひとりの意見を生か
した授業の組み立て。」
B ノート指導 11 「児童のノート，作品等の評価並びにコメントを丁寧にできなくなる。」「短い時
間で，一人ひとりの子供のノートをきめ細かくチェックできる。」
C 個に応じた指導の準備 5 「個別に与えたい教材を手作りしたり，学校備品の教材を最大限に活用したりし
て，よりわかりやすいきめ細かな指導が行えると思う。」「個別に持たせたい手作
り教材の準備も容易である。」
D 家庭学習指導 5 「家庭学習の毎日の確認に手間取ることなく，修正や再指導も可能である。さら
に，わずかな時間で，補充指導をしたり，直させたりすることができる。」「家庭
学習の出来具合を見て，その日のうちに授業に改善を加えることが可能なこと。」
E 一人一人の活躍の確保 5 「発表や説明，音読等，子どもたちの活やくの機会が増やせる。」「一人一人の存
在感が高まる」
F 体験の機会 10 「理科の実験などで，一人ひとりに実際に行わせる回数を増やせる。」「活動を伴
う学習では，全員が体験できる。」
G 全員発言 38 「一日の授業の中で，すべての児童を指名し，発言の機会を与えることができ
る。」「1単位時間の中で全員の子が発言したり，自分の感想を話したりする時間
保証ができる。」
H グループの見取り 7 「小グループを編成して意見交流を行う際に，グループの意見交流の様子を見取
ることができる。」「ペア学習で，児童の発言を聞き取り，評価に生かすことがで
きる。」
I 個別指導評価 95 「机間指導で児童の学習の様子を短時間で見取ること」「つまずきのある児童へ
の手立てと学習をよく理解して進めている児童への次の課題を同時にしっかりと
行うこと」
J 学習の定着 5 「体育や音楽の学習等で，実技に対して細かな指導を加え能力向上に努めること
ができる」「様々な学習の習熟を図る (反復練習等）ための学習時間の確保」
K 児童の多様性を生かした集団思考 39 「様々な考えを出し合って考えを練り合う授業の工夫」「共同思考により子ども
同士が考えを共有し，思考の幅を広げることができる。」
L 話し合い 26 「充実した話し合い活動ができる。」「ペアやグループでの活動（交流）を通して，
思いや考えを伝え合う授業の工夫」
M グループ間交流 4 「グループ内で交流した意見をグループ間で発表することにより，より多くの意
見に気付くことができる。」「グループ間の交流の機会を持つことができる。」
N 児童の役割分担 7 「話し合いなど，司会などの役割分担をしてできない」「班や係等のグループ活
動で，リーダーを多数経験できる。」
O 多様な児童同士の相互作用 12 「いろいろな友達と関わる場を設定することができる。」「お互いに切磋琢磨すよ
うな関係。」
P 多人数を要する学習活動 14 「合唱や合奏，グループでの表現活動，体育的活動がダイナミックにできない。」
「音楽の合唱や合奏である程度の人数がいるので，楽器の種類を増やしたり，パー
トの厚みをつけることができる。」
Q 発展的な学習 3 「発展的な学習の時間や場の確保」「教科書以外の発展学習や補充指導が可能。」
R 適正規模による集団編制の工夫 18 「班，２・３人のグループ，ペアなど，多様な学習形態をとりやすい。」「現状よ
りもグループ数が増えることで，構成メンバーの組み替えに幅ができる。」
S 安全確保 2 「一斉指導が通りにくい学習活動の場合，実験など児童に危険が生じる。」
分類不能 15 (学級通信の工夫や加配の必要な 2学級 3展開の少人数指導など，担任による工
夫の範囲を超えるものや学習指導とは関係のない記述）
* 代表的な記述の内容は入力された回答を記載
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Table 9.3 学級規模別出現頻度 (担任している学級の規模であるために，日頃の授業
の工夫として出来ていると思われること)
学級規模
分類番号 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人
A 0 0 2 1 3 0 3 0
B 1 1 0 1 0 2 2 0
C 1 0 0 1 0 1 0 0
D 0 0 1 2 2 0 0 0
E 0 0 0 1 1 0 2 0
F 1 2 0 1 0 1 0 0
G 5 3 1 6 6 4 0 0
H 1 0 1 1 0 2 0 0
I 8 4 3 15 10 8 2 0
J 0 0 0 1 0 0 0 0
K 1 0 0 1 2 5 5 3
L 0 0 0 3 6 3 6 2
M 0 0 0 0 0 1 1 1
N 0 0 0 0 0 2 2 0
O 0 0 0 0 0 1 2 0
P 0 0 0 0 1 1 2 0
Q 0 0 0 0 0 0 0 0
R 0 0 0 3 1 1 5 0



















分類番号 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人
A 1 0 0 1 2 0 0 0
B 0 0 0 1 0 1 1 1
C 0 0 0 0 0 1 1 0
D 0 0 0 0 0 0 0 0
E 0 0 0 0 0 1 0 0
F 1 0 0 1 0 0 3 0
G 0 0 0 1 0 3 7 2
H 0 0 0 0 1 1 0 0
I 0 0 0 3 11 16 10 5
J 0 0 0 1 1 2 0 0
K 8 3 1 6 2 1 1 0
L 1 2 1 1 1 0 0 0
M 0 0 0 0 1 0 0 0
N 1 0 0 0 2 0 0 0
O 0 1 1 6 1 0 0 0
P 2 1 1 3 2 0 1 0
Q 1 0 0 1 1 0 0 0
R 2 1 0 3 1 0 1 0
S 0 0 0 0 0 0 0 0
Table 9.5 コレスポンデンス分析の結果のまとめ
学級規模
分類番号 カテゴリの名称 5人 10人 15人 20人 25人 30人 35人 40人
A 児童個々の考えを生かす
B ノート指導 ○ × ×
C 個に応じた指導の準備 ○ ○ ○ ○ × ×
D 家庭学習指導 ○ ○ ○ ○
E 一人一人の活躍の確保 × × ×
F 体験の機会 ○ ○ ○ ○
G 全員発言 ○ ○ ○ ○ × ×
H グループの見取り ○ ○ ○ ○
I 個別指導評価 ○ ○ ○ ○ × × ×
J 学習の定着 ○ ○ ○ ○
K 児童の多様性を生かした集団思考 × × × × ○ ○
L 話合い × × × ×
M グループ間交流 ○
N 児童の役割分担 ○ ○
O 多様な児童同士の相互作用 × × × × ○ ○
P 多人数を要する学習活動 × × × × ○
Q 発展的な学習 × × × ×













































































































































おける出現頻度を検討すると，その差が± 2の範囲のものが 19項目中 16項目，そのう
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方を与えるフィードバックである。第 8 章の研究 4 では，授業中に児童が個別に課題を
取り組む機会におけるフィードバックは学級が大規模になるほど実施されにくいことが示
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課題や概念形成を目標とした課題に取り組んでいる際にはフィードバックを遅らせた方

























10.2 学級規模が 34～41人の場合 (研究 6-1)
10.2.1 方法
調査対象校
平成 21年度の山形県における義務標準法による試算上第 2学年の学級数が 2学級以上
かつ学級当たりの生徒数が 34人以上となる中学校のうち，同法に即した学級編制を行っ
た 40校を調査対象とした。学級数については 2～4学級，5～7学級の 2群に，学級規模
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決したと思う」と評定した数 (b) を求め，解決率 (b/a) を求めた。この結果，調査対象
校のうち 1校は，aが 0であったため，分析から除外した。aの総計は 748件であった。
このように求められた学校ごとの解決率を学年学級数，学級規模別にまとめると Table
10.1，図示すると Figure 10.1のとおりとなった。
Table 10.1 解決率の平均と標準偏差（研究 6–1）
学年の学級数 学級規模 学校数 平均 標準偏差
2～4学級 37人未満 14 0.601 0.303
37人以上 10 0.625 0.186
5～7学級 37人未満 8 0.860 0.142
37人以上 7 0.556 0.210
全体 39 0.652 0.250
次に，各調査対象学級 (131学級)における解決の確率を算出し，マルチレベルの二項ロ
ジスティック回帰モデルを用いた分析を行った。学校 k の学級 j における解決する確率
を pjk として，
logit(pjk) = β0 + β1x1k + β2x2k + β3x1kx2k + ujk + vk (10.1)






















Figure 10.1 学年学級数・学級規模と解決率 (研究 6-1)
と表した。β1 は学級数ダミー（x1，5～7 学級で 1）の係数，β2 は平均学級規模ダミー
（x2，37.0人以下で 1）の係数，及び β3 は両者の積 (交互作用)の係数である。両ダミー変
数間の学校レベルでの相関係数は-0.049であり，ほぼ無相関であった。β0 は切片である。
ujk と vk はそれぞれ学級及び学校レベルにおける誤差項であり，それぞれ独立に正規分
布に従うものとする。分析の際には，BRugs(Thomas, O’Hara, Ligges, & Sturtz, 2006)
を R(R Core Team, 2014) で実行し，マルコフ連鎖モンテカルロ法で計算した。事前分
布については，係数は N(0, 1002)とし，正規分布は標準偏差を U(0, 100)とした。10万
回を捨てた後の 20万回の連鎖を用いた。
この結果得られた事後統計量は Figure 10.2のとおりであった。これを見ると，係数に
ついて，主効果の係数の 95%信用区間が 0を含んでいた一方で，交互作用の 95%信用区
間は 0を含まず正であった。
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Table 10.2 事後統計量（式 10.1）
平均 標準偏差 中央値 95%信用区間 Geweke指標
β0 0.712 0.445 0.715 [ -0.165 , 1.595 ] -0.424
β1 -0.066 0.625 -0.064 [ -1.271 , 1.183 ] 1.564
β2 0.035 0.585 0.036 [ -1.133 , 1.224 ] 1.358
β3 1.989 0.872 1.980 [ 0.268 , 3.739 ] -1.592
σu 1.376 0.231 1.364 [ 0.963 , 1.863 ] 1.023



















れた 35校を対象とした。平成 22年度の第 2学年の学級規模はいずれの学校でも 33人以
下であった。









から除外した。残りの 32校について，第 2学年の学級数について 2～4学級と 5～9学級
で分類し，学級規模について 30 人以下と 31 人以上で分類した。各分類の組合せごとの
この問題の解決率（b/a）の平均値と標準偏差は Table 10.3及び Figure 10.2のとおりで
あった。
Table 10.3 解決率の平均と標準偏差（研究 6–2）
学年の学級数 学級規模 学校数 平均 標準偏差
2～4学級 30人未満 6 0.929 0.160
30人以上 6 0.650 0.288
5～9学級 30人未満 11 0.912 0.126
30人以上 9 0.913 0.115




具体的には，学校 j におけるこれらの問題の解決の確率 pj を，以下のマルチレベルの
プロビット回帰モデル
pj = Φ(−τ1 + β1x1j + β2x2j + β3x3j + u1j),
uj ∼ N(0, σ2u1)
(10.2)
でモデル化した。Φ(•)は標準正規分布の累積分布関数であり，x1 から x3 は学年の学級
数と学級規模の組合せのダミー変数である。x1 については学年の学級数が 5～9学級かつ
学級規模が 31人以上の学校に 1，そうでない学校に 0とした。x2 については学年の学級
数が 2～4学級かつ学級規模が 30人以下の学校に 1，そうでない学校に 0とした。x3 に






















Figure 10.2 学年学級数・学級規模と解決率 (研究 6-2)
ついては学年の学級数が 5～9学級かつ学級規模が 30人以下の学校に 1，そうでない学校
に 0とした。β1 から β3 のそれぞれを参照することで，学年の学級数が 2～4学級かつ学
級規模が 31人以上の学校との比較を行った。なお，u1 は各学校の誤差項であり，正規分
布に従うものとした。分析に当たっては，マルコフ連鎖モンテカルロ法を用いたベイズ推
定をMplus (Muthén & Muthén, 1998–2012)の Version7.3で行った。連鎖の数を 2と
し，最低 5万回のマルコフ連鎖を発生させた。収束の基準は Gelman-Rubinの Potential
Scale Reduction（PSR）が最大で 1.05未満とした。事前分布はソフトウェアのデフォル
トのものを用いた。
5 万回のマルコフ連鎖の発生後，PSR は 1.000 であり，収束しているものと判断した
（事後予測 p値は.487）。各母数の事後統計量を Table 10.4に示す。これを見ると，β1 か
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Table 10.4 事後統計量（式 10.2）
母数 95%下限 90%下限 中央値 90%上限 95%上限
τ1 -1.888 -1.668 -0.728 0.047 0.202
β1 -0.206 0.021 1.111 2.276 2.538
β2 -0.171 0.092 1.401 2.980 3.337
β3 -0.187 0.039 1.080 2.198 2.462
σ2u1 0.451 0.537 1.370 3.712 4.542
次に，学年の学級数が 2～4学級かつ学級規模が 31人以上の学校と，学年の学級数が 5
～9学級若しくは学級規模が 30人以下の学校との比較を
pj = Φ(−τ2 + β4x4j + u2j),
uj ∼ N(0, σ2u2)
(10.3)
のモデルで行った。x4 については学年の学級数が 2～4学級かつ学級規模が 31人以上の
学校を 1，そうでない学校を 0とした。5万回のマルコフ連鎖の発生後，PSRは 1.001で
あり，収束しているものと判断した（事後予測 p値は.484）。各母数の事後統計量を Table
10.5に示す。これを見ると，β4 について，95%信用区間は 0を含まず負であり，学級規
模が 23～33人の場合には，学年の学級数が 5～9学級若しくは学級規模が 30人未満の学
校は，学年の学級数が 2～4 学級かつ学級規模が 31 人以上の学校と比べて，クラス替え
による生徒指導上あるいは人間関係に関する問題の解決率が相対的に高いことが示唆さ
れた。
Table 10.5 事後統計量（式 10.3）
母数 95%下限 90%下限 中央値 90%上限 95%上限
τ2 -2.605 -2.440 -1.790 -1.358 -1.284
β4 -2.412 -2.172 -1.180 -0.325 -0.145
σ2u2 0.370 0.437 1.072 2.866 3.529
10.4 本章の考察
10.2節の研究 6-1の結果，学級規模が 34～41人の場合には，学級数が 5～7で平均学
級規模が 37人以下の学校では，学級数が 2～4の学校若しくは学級数が 5～7で平均学級
規模が 38人以上の学校と比べてクラス替えによる生徒指導上あるいは人間関係に関する
問題の解決率が相対的に高いことが示された。また，10.3節の研究 6-2の結果，学級規模
が 23～33人の場合には，学年の学級数が 5～9学級若しくは学級規模が 30人未満の学校












示唆していると考えられる。例えば学年生徒数が 80 人の場合，学級編制基準が 40 人で
は 40人学級が 2学級，35人では 26～27人学級が 3学級編制される。また学年生徒数が
160人の場合には学級編制基準が 40人では 40人学級が 4学級，35人では 32人学級が 5
学級編制される。本章で扱った二つの研究の結果から，このような場合にはいずれも後者
の方が生徒指導上の問題が少なく人間関係が良好な学級になりやすいと言えよう。

































































山形県における，義務標準法による試算上平成 21年度の第 2学年の学級数が 2学級以
上かつ学級当たりの生徒数が 34 人以上となる中学校 48 校を対象とした。全ての調査対
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はまる」を 5，「たいてい当てはまる」を 4，「ときどき当てはまる」を 3，「あまり当ては
まらない」を 2，「全く当てはまらない」を 1とする 5件法で回答を求めた。
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した。
上記の事項を反映し，具体的には以下の式 11.1のようにモデル化した。なお，右下の



















































2p = λp となる。なお，λ1 = 1とする。【1】
• 同一項目の切片は，1 時点目と 2 時点目で等しい。このため，v1p = v2p = vp と
なる。【2】








• 同一項目の学校内の生徒間レベルでの誤差の共分散を，項目ごとに 1時点目と 2時
点目の間に設定する。【2】
























上記の内容を図示すると Figure 11.1 のとおりとなる。分析には Mplus(Muthén &






















































て中学校第 2学年の学級規模が 33人以下の学校 2校と，それ以外の学校 4校であった。
訪問調査を実施した平成 22年度においては，前者の 2校は第 2，3学年ともに学級規模













Table 11.1 記述統計量 (宿題をしている)
学級規模 時点 学校数 生徒数 平均 標準偏差
33人以下 1時点目 (7月) 8 1083 3.829 1.032
2時点目 (1月) 8 1085 3.939 1.008
33人超～37人未満 1時点目 (7月) 2 2879 3.765 1.101
2時点目 (1月) 2 2901 3.795 1.050
37人以上 1時点目 (7月) 18 2789 3.816 1.043
2時点目 (1月) 18 2798 3.791 1.031
全体 1時点目 (7月) 48 6751 3.796 1.067
2時点目 (1月) 48 6784 3.816 1.036
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Table 11.2 記述統計量 (宿題以外の家庭学習をしている)
学級規模 時点 学校数 生徒数 平均 標準偏差
33人以下 1時点目 (7月) 8 1080 3.212 1.197
2時点目 (1月) 8 1087 3.333 1.184
33人超～37人未満 1時点目 (7月) 2 2881 3.367 1.197
2時点目 (1月) 2 2901 3.323 1.152
37人以上 1時点目 (7月) 18 2790 3.290 1.159
2時点目 (1月) 18 2800 3.305 1.145
全体 1時点目 (7月) 48 6751 3.310 1.183
2時点目 (1月) 48 6788 3.317 1.154
Table 11.3 各項目の級内相関係数
項目 時点 ICC
宿題をしている 1時点目 (7月) .072
2時点目 (1月) .066
宿題以外の家庭学習をしている 1時点目 (7月) .115
2時点目 (1月) .102
次に，Figure 11.1に示したモデル (モデル 1)で分析した結果，適合度指標は χ2(12) =
7.638，p = .813，CFI = 1.000，RMSEA = 0.000，SRMR(学校内の生徒間レベ




超 37人未満の学校及び 37人以上の学校においては，1時点目から 2時点目にかけての系
統的な上昇又は下降は示唆されなかった。以上のことは当該の六つの母数を全て 0と仮定
した場合のワルド検定の結果によった (χ2(6) = 4.502, p = .609)。一方で，平均学級規模
が 33.0人以下の学校においては，平均学級規模が 37.0人以上の学校よりも，1時点目か
ら 2時点目にかけて上昇することが示唆された。このことは当該の母数の有意性検定の結
果によった（推定値は 0.141，標準誤差は 0.040，p < .001）。
この結果を踏まえ，学年の学級数及び平均学級規模が家庭学習の取組状況に対する
教師評定結果の 1 時点目での高低 (切片) の学校間差に与える影響を 0 と固定し，教師
評定結果の変化 (傾き) の学校間差に影響を与えうる説明変数については平均学級規模
が 33.0 人以下の場合のダミー変数の係数のみを自由母数として推定し直した (モデル
2)。この結果，モデル 2 の適合度指標は χ2(18) = 10.993，p = .895，CFI = 1.000，
RMSEA = 0.000，SRMR(学校内の生徒間レベル)= 0.003，SRMR(学校間レベル)=
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0.063，AIC = 63188.908，BIC = 63311.734であった。情報量規準で比較すると，モデ





また訪問調査では，平成 21年度の第 2学年の学級規模が 33人以下だった学校 2校に
ついては，いずれも宿題の分量は以前と変わりがなかったと回答していた。また，平成 22
年度になって第 2学年の学級規模が 33人以下となった学校も前年度の第 2学年と比べて
宿題の量が多いといった回答はなかった。ただし，平成 21年度の第 2学年の学級規模が
33人以下だった学校 2校では学級担任が生徒の家庭学習ノートに余裕を持ってコメント
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Table 11.4 母数の推定結果 (モデル 2)
推定値 標準誤差 推定値/標準誤差 p
因子負荷量
(同一項目については，時期間，レベル間で共通)
　　「宿題をしている」(1に固定) 1.000 – – –
　　「宿題以外の家庭学習をしている」 1.200 0.269 4.465 .000
切片
(同一項目については，時期間で共通)
　　「宿題をしている」 3.786 0.040 93.973 .000
　　「宿題以外の家庭学習をしている」 3.304 0.055 60.338 .000
誤差分散
(学校内の生徒レベル，時期間で共通)
　　「宿題をしている」 0.341 0.153 2.222 .026
　　「宿題以外の家庭学習をしている」 0.224 0.231 0.970 .332
誤差分散
(学校レベル，時期間で共通)
　　「宿題をしている」 0.035 0.017 2.120 .034
　　「宿題以外の家庭学習をしている」 0.099 0.026 3.786 .000
誤差共分散
(同一項目の時期間，学校内の生徒レベル)
　　「宿題をしている」(7月-1月) 0.206 0.123 1.673 .094
　　「宿題以外の家庭学習をしている」(7月-1月) 0.000 0.185 -0.002 .999
誤差共分散
(同一項目の時期間，学校レベル)
　　「宿題をしている」(7月-1月) 0.032 0.016 2.015 .044
　　「宿題以外の家庭学習をしている」(7月-1月) 0.054 0.027 1.969 .049
切片と傾きの分散・共分散
(学校内の生徒レベル)
　　切片 0.721 0.166 4.338 .000
　　傾き 0.280 0.065 4.301 .000
　　切片-傾き -0.165 0.040 -4.124 .000
切片と傾きの残差分散・残差共分散
(学校レベル)
　　切片 0.044 0.016 2.665 .008
　　傾き 0.004 0.006 0.597 .551
　　切片-傾き -0.007 0.005 -1.370 .171
切片への影響
(学校レベル)
　　学級数 (4学級を基準)(0に固定) 0.000 – – –
　　学級規模≦ 33.0人 (0に固定) 0.000 – – –
　　 33.0人＜学級規模＜ 37.0人 (0に固定) 0.000 – – –
　　切片 (0に固定) 0.000 – – –
傾きへの影響
(学校レベル)
　　学級数 (4学級を基準)(0に固定) 0.000 – – –
　　学級規模≦ 33.0人 0.115 0.035 3.320 .001
　　 33.0人＜学級規模＜ 37.0人 (0に固定) 0.000 – – –
　　切片 (0に固定) 0.000 – – –
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ついて検討することも必要だろう。
なお，上記の結果の解釈においては以下のような制約がある。すなわち，全ての調査対


























ど教室内の騒音が大きくなることが明らかとなっている (Shield & Dockrell, 2004)。ま

























として SN比 (信号雑音比：signal to noise ratio)がある。SN比とは，聞き取ろうとする
音の音圧レベル とその他の音 (暗騒音：background noise)の音圧レベルとの差であり，
その値が大きいほど，聞き取ろうとする音が聞き取りやすいと言える (Seep, Glosemeyer,












室内の複数地点に騒音計を設置し音圧レベルを測定し SN比を求め，児童数 30人と 40人
とで比較する。




たものが多い (Bradley & Sato, 2008; Jamieson, Kranjc, Yu, & Hodgetts, 2004)。その
ため，本研究では SN比に着目する。
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を動かさないこと，声や音を出さないことを教示した。同一の教室で 30 人条件と 40 人
条件の二つで測定を行うために，絵本の読み聞かせを前半と後半に分け，前半 30人・後















































































































































なお，本研究の結果では，全ての学級の 30 人，40 人条件のいずれにおいても，読み
聞かせ時の SN 比は全ての受音点で 15dBA 以上であった。教師の発話の正確な聞き取
りに求められる SN 比が 15dBA 程度であるという先行研究を踏まえると (Crandell &
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 学級別・場面別の等価騒音レベルと SN 比は表４の通りであった。座席数 30，40 の児童
教師不在時ならびに児童数 30，40 人の静粛時の等価騒音レベルは，１分以上の場面におけ
る後半部の 30 秒の等価騒音レベルとした。座席数 30，40 の児童不在・教師読み上げ時な
らびに児童数 30，40 人の静粛時の等価騒音レベルは，それぞれの場面において測定された
30 秒ごとの等価騒音レベルの平均値とした。座席数 30，40 の児童不在・教師読み上げ時
の SN 比は，それぞれの児童不在・教師読み上げ時と児童教師不在時の等価騒音レベルの
差とした。座席数 30，40 の読み聞かせ時の SN 比は，それぞれの読み聞かせ時と静粛時の
等価騒音レベルの差とした。 
 また，５年緑組，白組，赤組それぞれの場合の各受音点における，児童不在・教師読み
上げ時の SN 比，読み聞かせ時の SN 比，ならびに教室前方・中央（教師の正面の位置）





場面 受音点1 受音点2 受音点3 受音点4 受音点5 受音点6 受音点7 受音点8 受音点9
(1A) 児童教師不在（座席数30） 37.2 38.3 38.3 37.4 37.8 38.7 37.3 38.5 38.9
(1B) 児童教師不在（座席数40） 36.3 37.0 37.0 36.3 36.5 37.2 36.1 37.1 37.0
(1C) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 64.6 67.2 67.8 64.8 65.6 65.0 63.4 64.6 65.2
(1D) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 59.4 61.9 62.5 59.3 60.6 59.8 58.0 59.2 59.1
(1E) 静粛（児童数30人） 37.5 38.9 37.6 37.4 38.1 38.1 36.8 38.8 38.1
(1F) 静粛（児童数40人） 43.8 45.1 43.9 45.8 46.4 44.2 44.3 45.6 44.0
(1G) 読み聞かせ（児童数30人） 67.5 70.3 71.4 66.6 68.2 67.6 65.4 67.0 67.5
(1H) 読み聞かせ（児童数40人） 65.5 68.5 68.9 64.3 65.7 65.2 62.8 65.1 65.5
(1C-1A) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 27.4 28.9 29.5 27.4 27.8 26.3 26.1 26.1 26.3
(1D-1B) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 23.1 24.9 25.5 23.0 24.1 22.6 21.9 22.1 22.1
(1G-1E) 読み聞かせ（児童数30人） 30.0 31.4 33.8 29.2 30.1 29.5 28.6 28.2 29.4
(1H-1F) 読み聞かせ（児童数40人） 21.7 23.4 25.0 18.5 19.3 21.0 18.5 19.5 21.5
(2A) 児童教師不在（座席数30） 40.0 41.0 40.9 40.2 40.8 41.4 39.6 42.3 41.6
(2B) 児童教師不在（座席数40） 40.0 41.6 41.2 42.0 41.5 42.1 40.7 42.7 41.8
(2C) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 65.1 67.1 66.3 63.4 65.5 64.9 62.3 64.1 65.0
(2D) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 66.0 67.7 67.4 63.9 65.7 65.9 63.0 64.4 65.2
(2E) 静粛（児童数30人） 40.1 40.3 40.0 40.6 40.4 40.8 40.5 42.1 40.4
(2F) 静粛（児童数40人） 38.2 39.2 39.1 38.4 39.8 39.8 37.5 41.7 40.0
(2G) 読み聞かせ（児童数30人） 65.1 67.1 66.3 63.4 65.5 64.9 62.3 64.1 65.0
(2H) 読み聞かせ（児童数40人） 66.0 68.0 67.8 63.0 65.7 65.4 62.6 64.1 64.2
(2C-2A) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 25.1 26.1 25.4 23.2 24.7 23.5 22.7 21.8 23.4
(2D-2B) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 26.0 26.1 26.2 21.9 24.2 23.8 22.3 21.7 23.4
(2G-2E) 読み聞かせ（児童数30人） 25.0 26.8 26.3 22.8 25.1 24.1 21.8 22.0 24.6
(2H-2F) 読み聞かせ（児童数40人） 27.8 28.8 28.7 24.6 25.9 25.6 25.1 22.4 24.2
(3A) 児童教師不在（座席数30） 41.1 41.6 40.9 40.8 41.1 41.7 40.1 42.8 41.9
(3B) 児童教師不在（座席数40） 39.9 40.7 40.1 40.1 40.6 40.9 39.6 42.2 40.7
(3C) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 60.4 63.0 62.7 59.4 61.5 60.2 58.1 60.3 60.0
(3D) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 60.7 63.1 61.5 58.7 61.0 60.4 58.0 59.1 59.5
(3E) 静粛（児童数30人） 38.9 39.8 38.9 39.0 40.1 40.4 38.5 41.9 39.9
(3F) 静粛（児童数40人） 37.8 38.7 38.7 38.5 39.4 39.4 38.3 41.8 39.8
(3G) 読み聞かせ（児童数30人） 59.0 61.8 60.5 56.3 59.7 58.2 54.8 57.7 57.6
(3H) 読み聞かせ（児童数40人） 58.1 61.3 60.0 56.3 58.4 57.5 54.5 56.8 57.1
(3C-3A) 児童不在・教師読み上げ（座席数30） 19.3 21.4 21.8 18.6 20.4 18.5 18.0 17.5 18.1
(3D-3B) 児童不在・教師読み上げ（座席数40） 20.8 22.4 21.4 18.6 20.4 19.5 18.4 16.9 18.8
(3G-3E) 読み聞かせ（児童数30人） 20.1 22.0 21.6 17.3 19.6 17.8 16.3 15.8 17.7

























































































ていると言える。例えば学年児童生徒数が 80人の場合，学級編制基準が 40人で 40人学













指導などの頻度が多いことも先行研究で示されているが (Ehrenberg et al., 2001; 原他,









の方が学力が高いことが示されている (Nye et al., 1999)。また，習熟度別の学習集団編
制については，高学力の生徒には効果的であるものの低学力の生徒には逆効果であるこ
とや (Hoffer, 1992)，自己概念の低さにつながること (Mulkey, Catsambis, Steelman, &
Crain, 2005)，中学力，低学力の学習集団においては授業と関係のない行動が多く見ら
















Stasz & Stecher, 2000)，児童生徒の授業態度など学習行動が良いこと (Blatchford et al.,










学習の様子を見取るといった個別指導評価は 20 人以下の学級で実施できているが 30 人















(Cooper et al., 2006)。小学校 6年生を対象に算数の宿題を課し，提出された宿題に対し
てコメントを与えられる群と与えられない群とで事前テストと事後テストの得点の変化を
検討した研究の結果，事前テストの得点は両群で同程度であったものの，事後テストの得
点はコメントを与えられた群の方が高いことが示された (Elawar & Corno, 1985)。第 8
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を児童生徒が好意的に受け止めやすいと考えられている (Hattie & Timperley, 2007)。
先行研究では学級が小規模である方が学級の雰囲気が良いこと (Chase et al., 1986;








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































率性が指摘されていても尚，有効な指導法と見なされ (Cobb, Wood, Yackel, & McNeal,
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Brühwiler, C., & Blatchford, P. (2011). Effects of class size and adaptive teaching
competency on classroom processes and academic outcome. Learning & Instruction,
21, 95–108.
Cahen, L. S., Filby, N., McCutcheon, G., & Kyle, D. W. (1983). Class size and
instruction. New York: Longman.
Center for Applied Special Technology (2011).What is Universal Design for Learning?
Retrieved November 15, 2011, from http://www.cast.org/udl/index.html.
Chase, C. I., Mueller, D. J., & Walden, J. D. (1986). PRIME TIME: Its impact on
instruction and achievement. Indianapolis, IN: Indiana Department of Education.
中央教育審議会初等中等教育分科会 (2008)．小・中学校の設置・運営の在り方等に関する
作業部会第 8回 (平成 20年 12月 2日)配付資料
中央教育審議会初等中等教育分科会 (2010)．今後の学級編制及び教職員定数の改善につ
いて (提言)
Clariana, R. B., Wagner, D., & Roher Murphy, L. C. (2000). Applying a connectionist
description of feedback timing. Educational Technology Research and Development,
48, 5–21.
Clark, I. (2012). Formative assessment: Assessment is for self-regulated learning.
Educational Psychology Review, 24, 205–249.
Cobb, P. (2002). Reasoning with tools and inscriptions. The Journal of the Learning
Sciences, 11, 187–215.
引用文献 167
Cobb, P., Wood, T., Yackel, E., & McNeal, B. (1992). Characteristics of classroom
mathematics traditions: An interactinal analysis. American Educationa Research
Journal, 29, 573–604.
Cohen, J. (1992). Quantitative methods in psychology : A power primer. Psychological
Bulletin, 112, 155–159.
Cooper, H., Lindsay, J., Nye, B., & Greathouse, S. (1998). Relationships among atti-
tudes about homework, amount of homework assigned and completed, and student
achievement. Journal of Educational Psychology, 90, 70–83.
Cooper, H., Robinson, J., & Patall, E. (2006). Does homework improve academic
achievement? A synthesis of research, 1987-2003. Review of Educational Research,
76, 1–62.
Craik, F. I. M., & Lockhart, R. S. (1972). Levels of processing: A framework for
memory research. Journal of Verbal Learning and Verbal Behavior, 11, 671–684.
Crandell, C. C., & Smaldino, J. J. (2000). Classroom acoustics for children with nor-
mal hearing and with hearing impairment. Language, Speech, and Hearing Services
in Schools, 31, 362–370.
Cronbach, L. J., & Snow, R. E. (1977). Aptitudes and instructional methods: A
handbook for research on interactions. New York: Irvington Publishers.
Ecalle, J., Magnan, A., & Gibert, F. (2006). Class size effects on literacy skills and
literacy interest in first grade: A large-scale investigation. Journal of School Psy-
chology, 44, 191–209.
Eccles, J., & Midgley, C. (1989). Stage/environment fit: Developmentally appropriate
classrooms for early adolescents. In C. Ames, & R. Ames (Eds.), Research on mo-
tivation and education. Vol. 3. Goals and cognitions. New York: Academic Press.
pp. 139–186.
Edmonds, R. (1979). Effective schools for the urban poor. Educational Lesdership,
37, 15–24.
Ehrenberg, R. G., Brewer, D. J., Gamoran, A., & Willms, J. D. (2001). Class size
and student achievement. Psychological Science in the Public Interest, 2, 1–30.
Elawar, M. C., & Corno, L. (1985). A factorial experiment in teachers’ written feed-
back on student homework: Changing teacher behavior a little rather than a lot.
Journal of Educational Psychology, 77, 162–173.
江村早紀・大久保智生 (2012)．小学校における児童の学級への適応感と学校生活との関
連：小学生用学級適応感尺度の作成と学級別の検討 発達心理学研究, 23，241–251．
Englehart, J. M. (2006). Teacher perceptions of student behavior as a function of class
168 引用文献
size. Social Psychology of Education, 9, 245–272.
Feldon, D. F. (2007). Cognitive load and classroom teaching: The double-edged sword
of automaticity. Educational Psychologist, 42, 123–137.
Finn, J. D., Fulton, D., Zaharias, J., & Nye, B. A. (1989). Carry-over effects of small
class. Peabody Journal of Education, 67, 75–84.
Finn, J. D., Forden, M. A., Verdinelli, S., & Pannozzo, G. M. (2001a). Evaluation of
the class size reduction initiative: Buffalo Public Schools(2000-2001). Buffalo, NY:
State University of New York at Buffalo, Graduate School of Education.
Finn, J. D., Gerber, S. B., Achilles, C. M., & Boyd-Zaharias, J. (2001b). The enduring
effects of small classes. Teachers College Record, 103, 145–183.
Finn, J. D., Pannozzo, G. M., & Achilles, C. M. (2003). The ”why’s” of class size:
Student behaviour in small classes. Review of Educational Research, 73, 321–368.
Fox, J., & Weisberg, S. (2011). An R Companion to Applied Regression: Second





Gamoran, A., Nystrand, M., Berends, M., & LePore, P. C. (1995). An organizational
analysis of the effects of ability grouping. American Educational Research Journal,
32, 687–715.
Glass, G. V., & Smith, M. L. (1979). Meta-analysis of research on class size and












橋本重治 (1956)．答案返却の方法が学習成果に及ぼす影響の研究 教育心理学研究, 3，
引用文献 169
146–156．
Hattie, J., & Timperley, H. (2007). The power of feedback. Review of Educational
Research, 77, 81–112.
Hattie, J. (2005). The paradox of reducing class size and improving learning outcomes.
International Journal of Educational Research, 43, 387–425.
Hattie, J. (2009). Visible learning: A synthesis of over 800 meta-analyses relating to
achievement. London: Routledge.
Heckman, J. J., & Rubinstein, Y. (2001). The importance of noncognitive skills:
Lessons from the ged testing program. American Economic Review, 91, 145–149.
Hodgson, M., Rempel, R., & Kennedy, S. (1999). Measurement and prediction of
typical speech and background noise levels in university classrooms during lectures.
Journal of the Acoustical Society of America, 105, 226–233.
Hoffer, T. B. (1992). Middle school ability grouping and student achievement in sci-
ence and mathematics. Educational Evaluation and Policy Analysis, 14, 205–227.
Hojo, M. (2013). Class-size effects in japanese schools: A spline regression approach.







Jamieson, D. G., Kranjc, G., Yu, K., & Hodgetts, W. E. (2004). Speech intelligibility
of young school-aged children in the presence of real-life classroom noise. Journal
of the American Academy of Audiology, 15, 508–517.
Johnston, J. M. (1989). Teacher perceptions of changes in teaching when they have a
small class or an aide. Peabody Journal of Education, 67, 106–122.
Joncas, M. (2004). Timss 2003 sampling weights and participation rates. In M. Martin,
I. Mullis, & S. Chrostowski (Eds.), TIMSS 2003 Technical Report: Findings from
IEA’s Trends in International Mathematics and Science Study at the Fourth and
Eighth Grades. Chestnut Hill, MA: TIMSS & PIRLS International Study Center,





Karabenick, S. A., & Newman, R. S. (Eds.) (2006). Help-seeking in academic settings:
Goals, groups, and contexts. Hillsdale, NJ: Erlbaum.
片寄八千雄・富田英夫・諸澤正道 (1974)．昭和 49年度初等中等教育予算をめぐって 教
育委員会月報, 25(12)，23–36．
加藤幸次 (研究代表者) (1990)．学習集団の規模とその教育効果についての研究：20 人、
30人、40人学級の比較研究 上智大学










の違い：信号雑音比 (SN 比) に着目して　平成 24 年度プロジェクト研究調査研究報
告書
Konstantopoulos, S. (2011). How consistent are class size effects? Evaluation Review,
35, 71–92.
Kulhavy, R. W., & Stock, W. A. (1989). Feedback in written instruction: The place





Lampert, M. (1986). Knowing, doing, and teaching multiplication. Cognition and
Instruction, 3, 305–342.
Lampert, M. (1990). When the problem is not the question and the solution is not
the answer: Mathematical knowing and teaching. American Educational Research
Journal, 27, 29–63.
Lazear, P. E. (2001). Educational production. The Quarterly Journal of Economics,
116, 777–803.
L’Hommedieu, R., Menges, K. T., & Brinko, R. J. (1990). Methodological explana-
tions for the modest effects of feedback from student ratings. Journal of Educational
引用文献 171
Psychology, 82, 232–241.
Lysakowski, R. S., & Walberg, H. J. (1982). Instructional effects of cues, participation,
and corrective feedback: A quantitative synthesis. American Educational Research
Journal, 19, 559–578.
前川喜平 (2002)．文部省の政策形成過程 城山英明・細野助博 (編) 続・中央省庁の政策
形成過程：その持続と変容 中央大学出版部 pp. 167–208．
牧昌見 (1980)．「学級」とその編制の課題：教育経営学的考察 日本教育行政学会年報,
6，29–43．
Martin, A. D., Quinn, K. M., & Park, J. H. (2011). Mcmcpack: Markov chain monte
carlo in r. Journal of Statistical Software, 42(9), 1–21.
McClain, K. (2002). Teacher’s and students’ understanding: The roles of tools and
inscription in supporting effective communication. The Journal of the Learning
Sciences, 11, 217–249.




Mitchell, D. E., Beach, S. A., & Badarak, G. (1989). Modeling the relationship be-
tween achievement and class size: A re-analysis of the tennessee project star data.





Molnar, A., Smith, P., Zahorik, J., Palmer, A., Halbach, A., & Ehrle, K. (1999).
Evaluating the sage program: A pilot program in targeted pupil-teacher reduction



















文部省初等中等教育局 (編) (1980)．第九十一回国会 (通常会)：公立義務教育諸学校の学
級編制及び教職員定数の標準に開する法律等の一部を改正する法律案答弁資料
諸澤正道 (1979)．初等中等教育の現状と展望 教育委員会月報, 30(12)，4–10．
諸澤正道 (1980)．学級編制及び教職員定数の改善について 教育委員会月報, 32(4)，
4–10．
Mulkey, L. M., Catsambis, S., Steelman, L. C., & Crain, R. L. (2005). The long-
term effects of ability grouping in mathematics: A national investigation. Social
Psychology of Education, 8, 137–177.
Muthén, L. K., & Muthén, B. O. (1998–2012). Mplus user’s guide. Seventh edition.
Los Angeles, CA: Muthén and Muthén.
無籐隆・市川伸一 (編) (1998)．学校教育の心理学 学文社
内外教育編集部 (1978)．注目される東京の定数削減問題 内外教育, 3007，6．
内外教育編集部 (1979)．単独加配教員をさらに百人削減 内外教育, 3023，11．




保和義・馬場卓也 (編) 図でみる日本の算数・数学授業研究 明治図書出版 pp. 58–67．
名和弘彦 (1957)．多人数クラスと少人数クラスにおける学習の比較 児童心理, 11(10)，
972–979．
日本建築学会 (1997)．建築物の遮音性能基準と設計指針 第 2版 技報堂出版
日本教職員組合・国民教育研究所学級規模調査委員会 (1978)．学級規模と教育活動に関
する調査




Nye, B., & Hedges, L. (2002). Do low-achieving students benefit more from small
classes? evidence from tennessee class size experiment. Educational Evaluation and
Policy Analysis, 24, 201–217.
Nye, B., Hedges, L. V., & Konstantopoulos, S. (1999). The long-term effects of small
classes: A five-year follow-up of the tennessee class size experiment. Educational
Evaluation and Policy Analysis, 21, 127–142.
OECD (2013). PISA 2012 results in focus: What 15-year-olds know and what they






の学級適応に及ぼす影響 (1)：児童の意識調査から 香川大学教育実践総合研究, 15，
33–39．







(編) M-plusと Rによる構造方程式モデリング入門 北大路書房 pp. 208–227．
大槻達也 (2011)．エビデンス活用の試みと課題：学習指導要領改訂及び中教審 46答申の
事例から 国立教育政策研究所紀要, 140，133–161．
小山俊也 (1980)．諸外国における学級規模と教職員配置の基準と実態 (1)：イギリス 教
育委員会月報, 32(4)，62–64．
Plecki, M. L., & Castaneda, T. A. (2009). Whether and how money matters in k-12
education. In G. Sykes, B. Schnieder, & D. N. Plank (Eds.), Handbook of education
policy research. New York: Routledge. pp. 453–463.
Pong, S., & Pallas, A. (2001). Class size and eighth-grade math achievement in the
united states and abroad. Educational Evaluation and Policy Analysis, 23, 251–273.
R Core Team (2014). R: A Language and Environment for Statistical Computing.
Vienna, Austria: R Foundation for Statistical Computing.
Ramaprasad, A. (1983). On the definition of feedback. Behavioural Science, 28, 4–13.
174 引用文献
Raudenbush, S. W., & Bryk, A. S. (1989). Methodological advances in analyzing
the effects of schools and classrooms on student learning. Review of research in
Education, 15, 423–475.
Reeve, J., Ryan, R. M., Deci, E. L., & Jang, H. (2008). Understanding and promot-
ing autonomous self-regulation: A self-determination theory perspective. In D. H.
Schunk, & B. J. Zimmerman (Eds.), Motivation and self-regulated learning: Theory,
research, and applications. Hillsdale, NJ: Erlbaum. pp. 223–244.
Rice, J. K. (1999). The impact of class size on instructional strategies and the use of
time in high school mathematics and science courses. Educational Evaluation and
Policy Analysis, 21, 215–229.
Sadler, D. R. (1989). Formative assessment and the design of instructional systems.








Schroth, M. L. (1992). The effects of delay of feedback on a delayed concept formation
transfer task. Contemporary Educational Psychology, 17, 78–82.
Schunk, D. H. (1998). Teaching elementary students to self-regulate practice of math-
ematical skills with modeling. In D. H. Schunk, & B. J. Zimmerman (Eds.), Self-
regulated learning, from teaching to self-reflective practice. New York: Guilford
Press. pp. 137–159.
Seep, B., Glosemeyer, R., Hulce, E., Linn, M., & Aytar, P. (2000). Classroom acous-
tics: A resource for creating environments with desirable listening conditions.:
Acoustical Society of America.
Sfard, A., Neher, P., Sterrfland, L., Cobb, P., & Mason, J. (1998). Learning math-
ematics through conversation: Is it as good as they say? For the Learning of
Mathematics, 18, 41–51.
Shield, B. M., & Dockrell, J. E. (2004). External and internal noise surveys of london
primary schools. Journal of the Acoustical Society of America, 115, 730–738.





容に関する若干のメモ 香川大学教育学部研究報告第 1部, 26，47–81．
下村哲夫 (1981)．今こそ授業形態に目をむけたい 月刊教育ジャーナル, 20(2)，15–19．
Shute, V. J. (2008). Focus on formative feedback. Review of Educational Research,
78, 153–189.
Snow, R. E., Corno, L., & Jackson, D. III. (1996). Individual differences in affective
and conative functions. In D. C. Berliner, & R. C. Calfee (Eds.), Handbook of
educational psychology. New York: Macmillan Library Reference USA. pp. 243–
310.
Stasz, C., & Stecher, B. M. (2000). Teaching mathematics and language arts in re-
duced size and non-reduced size classrooms. Educational Evaluation and Policy
Analysis, 22, 313–329.
Stecher, B. M., Bohrnstedt, G. W., & CSR Research Consortium (2000). Class Size
Reduction in California: Summary of the 1998-99 Evaluation Findings. Sacra-
mento: CA: Department of Education.
Stigler, J. W., & Hiebert, J. (1999). The Teaching Gap: Best Ideas from the World’s
Teachers for improving Education in the Classroom. New York: The Free Press.
須田康之・水野考・藤井宣彰・西本裕輝・高旗浩志 (2007)．学級規模が授業と学力に与え
る影響：全国 4県児童生徒調査から 北海道教育大学紀要　教育科学編, 58，249–264．
洲脇志麻子・立入哉 (2006)．SN比と残響時間が文章了解度, 主観的評価に及ぼす影響：教




およびコンピテンスとの関係 東京学芸大学紀要第 1部門 教育科学, 44，173–183．
垂木祐三・倉地克次・国分正明・白井高 (1980)．文部省説明および質疑応答 (要旨) 中学
校, 322，33–47．
Thijs, J., Verkuyten, M., & Helmond, P. (2010). A further examination of the big-fish-
little-pond effect: Perceived position in class, class size, and gender comparisons.
Sociology of Education, 83, 333–345.
Thomas, A., O’Hara, B., Ligges, U., & Sturtz, S. (2006). Making bugs open. R News,
6, 12–17.





徳武靖 (1978)．教職員定数をめぐる動き 内外教育, 2967，4–5．
渡部昭男 (2000)．学年進行時の学級数増減に伴う学級規模の変化とその影響に関する調
査研究 (第 2報) 鳥取大学教育地域科学部紀要教育・人文科学, 2，21–37．
Weinstein, C. S. (1981). Classroom design as an external condition for learning. Ed-
ucational Technology, 21, 12–19.
WiCAN (2012)．WiCAN2011 ドキュメント 千葉アートネットワーク・プロジェクト
実行委員会
Wilkinson, S. S. (1981). The relationship of teacher praise and student achievement: A
meta-analysis of selected research. Dissertation Abstracts International, 41(9-A),
3998.
Word, E., Johnston, J., Bain, H. P., Fulton, B. D., Zaharias, J. B., Achilles, C. M.,
Lintz, M. N., Folger, J., & Breda, C. (1990). Student/Teacher Achievement Ra-
tio (STAR) Tennessee’s K-3 class size study. Final summary report 1985-1990.
Nashville, TN: Tennessee Department of Education.
山形県少人数教育再構築会議 (2008)．少人数教育の在り方について (最終報告書) 　
山森光陽 (2013)．学級規模，学習集団規模，児童生徒－教師比に関する教育心理学的研究
の展望 教育心理学研究, 61，206–219．






吉本二郎・諸沢正道 (1980)．新学級編制・教職員定数改善計画について 文部時報, 1239，
4–17．
全国教育研究所連盟 (1971)．「義務教育改善に関する意見調査」報告書
　
教育行財政－ 009
学級規模が児童生徒の学力に与える影響とその過程
「少人数指導・少人数学級の効果に関する調査研究」
調査研究報告書
平成 27年 3月
国立教育政策研究所
100-8951　東京都千代田区霞が関 3-2-2
03-6733-6833(代表)
